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地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース 

人材・リテラシー分科会（第１回）議事録 

 

１．日 時 

  平成２８年１０月２１日（金）１０：００－１２：００ 

２．場 所 

  総務省８階第４特別会議室 

３．出席者 

 （１）構成員 

  森川主査、安達構成員、石島構成員、上瀬構成員、近藤構成員、佐藤構成員、関構成

員、松田構成員、毛利構成員 

 （２）プレゼンター 

  独立行政法人情報処理推進機構 下田次長 

  一般社団法人データサイエンティスト協会 關事務局長代理 

  一般財団法人全国地域情報化推進協会 松村事務局長 

 （３）総務省 

  吉岡大臣官房審議官（情報流通行政局担当）、今川情報流通振興課長、御厩情報通信利

用促進課長、加藤地域通信振興課長、吉田地方情報化推進室長、高田情報流通振興課

課長補佐、道方情報セキュリティ対策室課長補佐、石谷地域通信振興課課長補佐 

４．議 事 

 （１）開会 

（２）議事 

①本分科会の開催について 

  ②構成員等からのプレゼンテーション 

  ③意見交換 

  ④その他 

 （３）閉会 
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５．議事録 

【森川主査】  それでは、おはようございます。では、時間となりましたので、これよ

り地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース人材・リテラシー分科会の第１回会合を始めさせて

いただきます。 

 先日９月２９日親会のタスクフォースが行われまして、そこにおきまして本分科会の主

査に指名されました、私、森川でございます。皆様方からはこの分科会で色々なご意見を

いただきたいと思っておりますので、ぜひともよろしくお願いいたします。 

 初めに、事務局のアジェンダによると、僕から挨拶をしなければいけないということな

ので、座って一言だけご挨拶させてください。 

 こちらのタスクフォースのミッション、親会のミッションでございますけれども、この

後、事務局の方からもご説明あると思いますが、大きく２つございます。２０２０に向け

てのロードマップを策定するというのが１つ目のミッションでございます。２つ目はその

ロードマップ実現に向けた具体的な方策を考えていくという、その２つが親会のミッショ

ンになりますので、こちらの分科会では具体的にどういうことをやっていけばいいのかと

いうことを、皆様方のご経験を踏まえて色々なご意見をいただければと考えております。 

 地域ＩｏＴ、これは僕が非常に好きな名前でございまして、ＩｏＴはやっぱり地域だと

いうふうに思っております。皆様ご存じのとおり、日本は生産性が非常に低いと言われて

いまして、あるデータによればいまだにアメリカの生産性の半分であると。やっぱりＩｏ

Ｔを使っていくことによってそれをぐっと上げていくと。幸いなことに人口減がぐっと進

んでいきますから、それと相殺する形で経済をきちんと守っていくというか上げていくと、

そういうふうに思っております。地域のＩｏＴというのは私としても非常に重要なものだ

と思っていまして、僕から見ると地方創生のいわゆる一丁目一番地がＩｏＴかなというふ

うに思っていますので、ぜひとも皆様方から色々なご意見をいただければと考えておりま

す。 

 こちらの分科会でやる内容に関しましては、この後、事務局の方からしっかりご説明が

あると思いますので、そちらは事務局の説明の方にお任せしたいと思います。以上、簡単

ではございますけれども、私の挨拶とかえさせていただきます。ありがとうございます。 

 それでは、初回となりますので、自己紹介を兼ねて構成員の皆様方からご挨拶をお願い

できればと考えております。本日、中邑構成員はご欠席でございますので、中邑構成員に

関しては次回におきましてご挨拶をお願いしたいと考えております。 
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 それでは、あいうえお順で恐縮でございますけれども、安達構成員の方からお一人ずつ

ご挨拶をお願いできますでしょうか。では、よろしくお願いいたします。 

【安達構成員】  日本ベンチャーキャピタル協会の顧問をやっております安達と申しま

す。今、主査からもお話がありました、ＩｏＴは地域活性化につながることは間違いない

んですけれども、私もスタートアップ、ベンチャーの活力を生かした地域ＩｏＴというこ

とで色々とまたご意見を述べたいと思っています。よろしくお願いします。 

【森川主査】  石島さん、どうぞ。 

【石島構成員】  ヤフー株式会社の石島真奈と申します。よろしくお願いいたします。

当社では、地域活性化、ＩｏＴの利活用など、両方に交錯するような取組を、サービスと

しても社会貢献的な取組としても色々実施しておりまして、そうした知見を生かしてこの

会議の成果に何か寄与できたらいいかなと思っております。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

【上瀬構成員】  ＮＴＴデータ経営研究所、上瀬でございます。幅広く公共に関するＩ

ＣＴ活用のコンサルティングをやらせていただいております。弊社といたしましても、Ｉ

ｏＴにつきましては、通信規格課様と標準化のお手伝いをしたり、あと、地域のＩＣＴ人

材のアドバイザーのところのお仕事をさせていただいているということで、今回非常に意

義あることだということで思っております。これからよろしくお願いいたします。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

それでは、近藤構成員、お願いします。 

【近藤構成員】  老テク研究会の近藤と申します。私たちは、過酷な家庭介護を何とか

改善したいと思って、そのためには当事者である高齢者や障害者、困っている介護者がＩ

ＣＴを使って支援したいと考える人たちと情報共有や情報を活用できるようになることが

一番早いと考え、２０年間、ボランティア活動としてのシニアネット（高齢者のパソコン

ボランティア活動）などＩＣＴ利用支援活動を続けています。最近は特にパソコンやスマ

ホなどで絵を描いて楽しもうという講座を国内外の仲間と連携してイベントを行っていま

す。新しい知識をネットとリアルで教えあい、作品をほめあいながら誰もが無理なくＩＣ

Ｔと仲良くしていこうと活動をしているおばさんです。よろしくお願いします。 

【森川主査】  じゃあ、佐藤さん、お願いします。 

【佐藤構成員】  おはようございます。デジタルハリウッド大学の佐藤と申します。今、

大学院の方でＥｄＴｅｃｈといいまして、海外の先進事例とか、スタートアップのクリエ
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イティビティ、スピードなどを活用しながら、教育のイノベーションをテーマにしており

ます。親会の方にも参加させていただいているんですけれども、この人材・リテラシーと

いうテーマは、ＩｏＴ普及促進に向けてとても重要なテーマだと思っていますので、ぜひ

活発な議論をしていきたいと思います。よろしくお願いします。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 それでは、関さん、一言ご挨拶お願いいたします。 

【関構成員】  済みません、ちょっと遅くなりまして。コード・フォー・ジャパンの関

と申します。よろしくお願いいたします。コード・フォー・ジャパンは一般社団法人とし

てやっているんですけれども、各地でＩＴを活用したコミュニティづくりをやっています。

今、日本全国６０カ所ぐらいで、CODE for SAPPOROとかCODE for AIZUとかそういったよう

なコミュニティづくりで、行政と一緒にＩＴを活用して新しい地域課題解決を行っていく

というようなことを支援しております。よろしくお願いいたします。 

【森川主査】  それでは、松田さん。 

【松田構成員】  おはようございます。小金井市立前原小学校の松田です。どうぞよろ

しくお願いいたします。本校は、過日大臣の視察もいただきましたけれども、プログラミ

ング教育必修化に向けて、今年度、総合的な学習の時間を使って３年生から６年生まで各

学年各クラス２０時間のカリキュラムを組んで、今、実践をしているところです。また、

総務省の若年層に対するプログラミング教育普及事業の協力校としてメンター育成にもか

かわって、今、低学年のプログラミングのあり方についても実証を進めているところです。

私は現場の人間ですので、現場の事実とそこから得られた知見をもって本会で期待される

役割を果たしていきたいいと思っています。どうぞよろしくお願いします。 

【森川主査】  それでは、毛利さん。 

【毛利構成員】  皆様、こんにちは。つくば市教育局総合教育研究所で所長をしており

ます毛利と申します。どうぞよろしくお願いします。 

 つくば市では４０年前からＩＣＴを活用した教育を行っておりまして、平成１６年から

は公立学校で初めて、学校からでも地域からでも学習できるというネットワークを使った

学習システムを取り入れております。また、プログラミング教育にも文部科学省のｅスク

ールの指定を受けまして、今年度から研究を始めております。総務省のクラウドの研究の

実証校としてもつくば市内の学校に行っておりまして、この１１月２２日に研究発表会を

行ったりしております。 
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 また、昨年度、全国のＩＣＴ教育を先進的に取り組んでいる首長さんに集まっていただ

きまして会議を行いまして、今年度、全国ＩＣＴ教育首長協議会を立ち上げて、全国の首

長さんにもご賛同いただきながら、子供たちが将来どういうふうにリテラシーを身につけ

たり、活用したりということを今やっているところでおります。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 それでは、構成員の皆様以外に、本日はゲストスピーカーといたしまして、ＩＰＡのＩ

Ｔ人材育成企画部次長の下田様。あと、一般社団法人データサイエンティスト協会より事

務局長代理の關様でございます。あと、ＡＰＰＬＩＣから事務局長の松村さんにおいでい

ただいております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入りたいと思いますが、本日のざっくりとした流れは、構成員の方々

とゲストスピーカーの方々からプレゼンテーションをそれぞれいただきます。その後、最

後の３０分ぐらい時間がございますので、そこで自由な意見交換をさせていただきたいと

思っております。ぜひとも皆様方から少なくとも一言ずつは何かコメントをいただきたい

と思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それではまず、開催要綱につきましては資料１－１のとおりでございます。 

 次に、事務局から、本分科会の開催経緯につきまして説明をお願いいたします。ご発言

につきましては後ほど時間を設けておりますので、そこでお願いできればと思います。そ

れでは、お願いいたします。 

【高田課長補佐】  事務局、情報流通振興課の高田でございます。開催経緯について、

５分程度お時間をいただいてご説明をさせていただければと思います。 

 お手元の資料１－２、縦置きの紙をご覧ください。こちら、親会の開催要綱となります。

ミッションでございますが、地域ＩｏＴの恩恵を全国津々浦々まで波及させると、これが

親会あるいは私たちのミッションでございます。 

 裏をご覧ください。親会の構成員、この分科会の構成員とも重複いたしますが、こちら

２０名の方にこのタスクフォースの議論についてお手伝いをいただければと思ってござい

ます。 

 続きまして、横置きの「地域ＩｏＴ実装推進タスクフォースについて」の表紙がつきま

した資料をご覧ください。「地域ＩｏＴ実装推進タスクフォースについて」、まず１ページ

をご覧いただけますでしょうか。これまでもＩＣＴにつきましては、単なるメールやネッ
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トといったコミュニケーションのツールということだけではございませんで、「ヒト」の情

報をデジタル化・共有化して、社会経済の効率化・活性化というところに機能を果たして

きたところでございます。昨今ＩｏＴと呼ばれるビッグデータやＡＩを使った技術の導入

により、「モノ」と「モノ」とのデータのやりとりが可能になってきました。その結果とい

たしまして、単なる社会経済の効率化ということにとどまりませんで、新たな価値の創造

というものが、この時代の大きなトピックなのかなと思ってございます。右隅の方にござ

いますが、１つの調査といたしまして、こういったＩｏＴを徹底活用することで、２０２

０年に３３.１兆円の経済効果があるというような試算がございます。 

 続きまして、２ページをご覧いただけますでしょうか。私たちがお願いしたいのは、こ

ういったＩｏＴを地域に実装、浸透させていただきますことで、現在疲弊が言われており

ます地域経済、あるいは地域の住民の課題の解決、あるいは経済、生活水準の活性化、こ

ういったことにつきましてＩｏＴを有効に活用していきたいと考えているところでござい

ます。 

 続きまして、３ページを飛ばして４ページをご覧いただけますでしょうか。ＩＣＴ、Ｉ

ｏＴに関する総務省の取組についてご紹介をさせていただきます。４ページにありますと

おり、これまでも総務省では、ネットワーク、あるいはそのネットワークを担う人、そし

て、それを通じた利活用の促進を通じまして、先ほど申し上げました社会経済の効率化あ

るいは新しい社会モデルの構築に努めてきたところでございます。 

 続きまして、５ページをご覧いただけますでしょうか。こちらのページでは、これまで

の利活用事例の成果をご紹介させていただいてございます。一例を挙げますれば、働き方

という面につきましては、ふるさとテレワークという形で、地方への移住等を伴うテレワ

ークを活用いたしまして、地元の雇用とか地元の経済の生産性の向上、こういったところ

で劇的な効果を上げたということが報告されているところでございます。 

 続きまして、６ページをご覧いただけますでしょうか。こちらは今、足元でまさにＩｏ

Ｔを活用して行われている地域活性化の取組でございます。本年６月から日本全国８カ所

でこういった先導的なプロジェクトを推進してございます。例えば宮城県東松島市では、

ＩｏＴを使ったスマートな漁業、こういったところで新たな成果、展開が期待されている

ところでございます。 

 続きまして、７ページでございます。他方でこういったＩｏＴに期待があるにもかかわ

らず、自治体におきまして取組を推進している団体は６％程度にとどまってございます。
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関心層は６割近くでございますが、それをまだ行動に移していないという現状がございま

す。 

 続きまして、８ページをご覧いただけますでしょうか。その行動に移せない原因としま

しては、こちらにありますとおり、ヒト、カネ、イメージや効果、そして、推進体制、こ

ういったことが課題として挙げられているところでございます。 

 それで、９ページをご覧いただけますでしょうか。さらにこういったことに加えまして、

やはり持続性の確保とか優良事例の展開、こういったところにつきまして問題が指摘され

ているところでございます。 

 そして、１０ページをご覧いただけますでしょうか。こうした課題がある中、やはり新

しい課題とか新しい潮流が生まれてきてございます。特にこの分科会では、ＩｏＴ人材の

有効活用、あるいは高齢者や若年層の方を含むリテラシーの向上、こういった新しいトレ

ンドにつきましてぜひご議論をお願いしたいと考えてございます。 

 続きまして、１２ページをご覧いただけますでしょうか。こういったことを踏まえまし

て、私たちとしては３つ推進事項を掲げさせていただきたいと考えてございます。 

 １点目が、地域ＩｏＴ実装推進ロードマップを策定したいと考えてございます。このロ

ードマップと申しますのは、横置きの紙でロードマップ表をつけさせていただいています。

こうした形で政策課題を達成するための目標水準、ターゲット、手段、工程、こういった

ものをこのタスクフォースの中でまとめて、政策実現に向けた道しるべにしていきたいと

考えてございます。 

 また、２番目といたしまして、このロードマップを回していくための推進方策、こちら、

資金循環、カネでございます。そして、実装を支援するためのやはり人的基盤の充実、ヒ

トの部分でございます。そして、やはり全国展開に向けた体制の推進。ヒト、カネ、体制、

こういった推進方策についてもご議論いただきたいと思ってございます。 

 そして、何回も繰り返しになって恐縮でございますが、３点目として、そうした新しい

トレンドに対してもやはりしっかり対応していきたいということで、人材とか、あるいは

地域のデータの利活用やシェアリングエコノミーといった新しい地域資源、こういったも

のの活用につきましても、もう１つの分科会の方で議論をしていきたいと考えてございま

す。 

 最後に１点だけ、こちらの「ロードマップの実現に向けた推進方策について」という資

料をご覧いただけますでしょうか。こちらで先ほどご紹介いたしましたロードマップの推
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進方策につきましてこれまでの議論をまとめさせていただいております。本分科会に関連

深い項目として２ページをご覧いただけますでしょうか。こういった中におきましては、

例えば論点例の１つとして、他府省の人材育成の支援メニューを活用できないかとか、あ

るいは、国だけではなくて民産学それぞれ取り組むべき事項が必要ではないか。あるいは、

Ｉターン、Ｕターンの活用を含めて地域実装を主体的に考えられるような人材が必要では

ないか。あるいは、今日も議題がございますが、地域情報化アドバイザーの制度を活用し

ていけないだろうかということがこれまでの論点として掲げられてございます。 

 こちらに第１回の会合の主な発言をまとめさせていただいてございます。本分科会の構

成員でいえば、安達構成員からは、地域のイノベーションで新しいことが起こらない理由

として、やはり人材というのがあるのではないか。あるいは、この間の２回目の議論では、

退職エンジニアの活用、こういったものが図れないかというご意見もいただいてございま

す。また、関構成員からは、起業家の育成が重要で、単なるお金だけではなくて、発注の

仕組みを含めてこういった検討ができないかというご提言をいただいているところでござ

います。 

 大変雑駁でありますが、親会の議論の模様のご報告は以上にさせていただきたいと思っ

てございます。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 それでは続きまして、事務局から本分科会の開催趣旨及び検討課題等につきまして、説

明をお願いいたします。 

【今川課長】  資料１－３をご覧いただきたいと思います。検討課題、ちょっと分厚目

の資料なので、かなりのスピードで行きたいと思います。 

 １ページ目、２ページ目、タスクフォースと分科会の関係でございます。今説明があっ

たので割愛しますけれども、タスクフォースの方はロードマップを年内ぐらいに打ち出し

をするということなんですけれども、この分科会の方ではもう少し中長期的にじっくり時

間をかけて議論すべき課題をご議論いただくというような意味合いでございます。特に人

材については皆さん大体一家言お持ちで色々なことをおっしゃいますので、人材について

はここの分科会でしっかり議論をしていきたいと思っております。 

 ちょっと飛びまして４ページでございます。ＩｏＴということで人材でどんな環境変化

があるのかなというのを事務局なりにシンプルにまとめてみました。真ん中の左側によく

ある人材のピラミッド、三角の絵がございますけれども、初等中等教育からトップレベル
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までというようなのがございます。 

 ここにＩｏＴで３つ大きな変化が起こるのかなと思っております。一番上のオレンジの

スキル進化の部分、特にレベルの高い人材ではスキルが変わってきていると。右上にござ

いますけれども、エンジニア的なスキルだけでも結構、ワイヤレス、センサー、クラウド、

セキュリティとか技術のスキルが変わってきているとともに、さらにデータ分析のスキル

とか、社会実装、ビジネスセンスのようなスキルも求められるようになってきているかと

思っております。 

 また、真ん中の緑のところは、ＩｏＴ、ＩＣＴ、そういった人材が非常に不足をしてい

ると言われておりまして、特に地方、それから、ユーザー企業で不足をしているというふ

うに言われているかと思っております。右側の真ん中にも書いてございますが、国全体で

大幅に不足しているとともに、特に地方の人材が少ないと言われていると思います。また、

アメリカと比較しますと、ＩＣＴ人材が情報通信のＩＣＴの方の企業に偏重しているとい

うようなことが言われているところでございます。 

 また、３つ目ですけれども、ピラミッドの下の方で青いのが書いてございます。リテラ

シーを必要とする層が拡大したと。右下にございますが、例えばセキュリティ１つ考えて

みても、サイバー攻撃とかの影響を一般の方も受けるようになってきているということで

ございますし、インターネットの利用率などを見ますと高齢者や若年層が低いというよう

なこともございますので、そういったところも丁寧に見ていかなければいけない。このス

キルとボリュームとリテラシーというのが大きな環境変化じゃないかなというふうにざっ

くりとまとめているところでございます。 

 その一つ一つをざっと見ていきたいと思います。まずスキルでございますが、６ページ

でございます。今日ＩＰＡさんから「ＩＴ人材白書」についてお話しいただけると思いま

すが、左下にあるようなスキル、技術のスキルというのが出てきて、Ｍ２Ｍ、ビッグデー

タ、ワイヤレス、クラウド、セキュリティ、そのところが重要になってきておりますが、

スキル転換が要るということでございます。右側はちょっと違うんですけれども、グロー

バル化しますと、オフショアで、国内人材がいなければ海外やＡＩとかロボットとかそう

いったところに求めていくというようなこともあるので、地域といってもそういった競争

とも無縁ではないというところでございます。 

 次のページ、７ページでございますが、今日データサイエンティスト協会さんからのプ

レゼンがいただける予定ですけれども、データサイエンティスト的な能力も必要でござい
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ますが、ビジネススキルのようなことも必要なスキルとして言われているというところで

ございます。 

 ８ページが、自治体の職員に求められるＩＣＴスキル。これはＡＰＰＬＩＣさんからも

今日プレゼンがございますけれども、ＡＰＰＬＩＣさんがまとめたスキルマップを見ます

と、自治体職員にも、技術的なスキルだけじゃなくて、企画、広報、ＰＲ、プロジェクト

管理とか、利害者との折衝・交渉、コミュニケーションとか、実際の職員にそこまで本当

に全部求めるのかなというところもあるかと思うんですが、そんなスキルも必要だと言わ

れております。 

 それから、こういったことに関して総務省の取組として、９ページ以降、主なものを取

り上げさせていただいております。来年度、４０億近くの予算でサイバーセキュリティ人

材の育成にかなり力を入れることになっております。また、１０ページでございますが、

ネットワークの運用人材。ＩｏＴ時代で、ＳＤＮ、Software Defined Networkとか、ソフ

トウェアベースで色々ハードを柔軟に操作できるような、そういうような技術も出てきま

すので、ネットワーク運用人材についての予算を要望しております。 

 また、１１ページでございますが、こちらは総務省の統計局の方の施策になりますが、

データサイエンティストを育てるための色々な講座とかオンライン講座とか、そんなもの

を展開して、社会人のためのデータサイエンス演習などをやっているところでございます。 

 また、１２ページでございますが、社会人向けの教育プログラムの開発・提供といった

ものも予算に盛り込んでいるところでございます。スキルの展開に関しまして総務省とし

てはそんなことをやっておりますが、後ほど出てまいりますけれども、総務省だけで当然

こんなことができるわけはないものでございまして、各省庁さんと連携、特に経産省、厚

労省、文科省、こういったところとはしっかり連携をしなければいけないと思っていると

ころでございます。 

 次でございますが、人材の不足が１４ページ以降に書いてございます。まず企業におい

て人材が不足しているというような調査結果がいっぱい出てきます。特にＩＴ企業だけじ

ゃなくて、ユーザー企業側も不足をしていると。量だけじゃなくて質も不足しているとい

うようなアンケート結果がございます。 

 次、１５ページでございますが、自治体の人材でございます。自治体のＩＣＴ人材とい

うのはあまりはっきりしたデータがないのでございますけれども、総務省の中での調査か

ら引っ張ってきた、情報主管課、よく情報政策課の職員というのがございますけれども、
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左下を見ていただきますと、大体全国で増えてきてはいるようですが、職員数が０.５％程

度と、都道府県の場合は０.１％足らずというようなところでございます。その上のグラフ

の全体の赤いところを見ていただきますと、全自治体職員というのが、点線の部分が増え

てきているところでございまして、これに外部委託をのせると実線の部分になるわけでご

ざいますが、２４年以降外部委託職員が増えているというような形で、外部委託が増加を

しているというところでございます。また、右側に円グラフがいっぱい並んでおりますが、

ＣＩＯ、ＣＩＯ補佐官、ＣＩＳＯなどの任命は広がってはおりますけれども、よくよく中

身を見ますと、内部人材の任用というような形で、いわゆる充て職的な任命が多いのかな

と想像するところでございます。 

 １６ページでございますが、地域の人材ということでございます。左下、仮に情報サー

ビス業の就業者を見させていただきますと、やはり三大都市圏などは高いんですが、地方

に行くと就業者の割合が低い。当然、情報サービス業などは都市部に集中しておりますの

で、地方にはそういう就業者が少ないということもございます。不足している人材のタイ

プが右側にございますが、利活用人材、リーダー人材、仕様書が書ける人材とか、そうい

ったところが不足しているかと思っております。 

 次のページでございますが、これも何回か出てきているのですが、地域情報化の課題と

いうようなことで、持続性や優良事例の横展開というのがございます。ヒトの部分でいう

と、キーパーソンが要るよねとか、伝道師が要るよねというような、そういう人材が必要

だというようなご指摘をいただいております。 

 １８ページでございますが、これ、情報通信審議会の中間答申から人材不足がどのぐら

いなのかというのを試算しているんですけれども、アメリカ型にキャッチアップするとす

れば、大体１００万人ぐらい。今１００万人ぐらいＩＣＴ人材がいて、１００万人ぐらい

ふやさないと、倍増しないと追いつかないよ、かつユーザー企業の方に大分人材をシフト

しなければいけないよというような試算をしているところでございます。ですから、ユー

ザー企業側で人材不足があるというようなところでございます。 

 また、１９ページでございますけれども、ユーザー企業側の人材ニーズということです。

左下のグラフでいうと、やはりユーザー企業側は、ＩＣＴ利活用の進展度がちょっと低目

になっているということです。じゃ、ユーザー企業はＩＣＴ部門に何を期待するのかとい

うところで、これもＩＰＡさんの「人材白書」からでございますけれども、ざっくり言う

と、合理化とか効率化とかそういった守りの部分を期待しているんじゃなくて、このＩｏ
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Ｔ時代では、新規事業、新規サービスとか、顧客開拓とか、業務プロセス改革、ＢＰＲと

か、そういった攻めの部分を期待しているという風にお答えになっているようでございま

す。 

 総務省のその他の取組を少しご紹介いたします。人材は不足はしているんですが、地域

に満遍なく行き渡らせるのは難しいので、アドバイザーという形で地域に派遣するような

仕組みをやっております。 

 また、２１ページ、総務省のアドバイザー以外にも、色々な地域に人材を派遣する仕組

みは色々ございます。これはＩＴとかＩＣＴとかということではなくて地域活性化全般で

ございますが、総務省では地域おこし協力隊のようなこともやっておりますが、内閣官房

の方でも伝道師とかシティマネージャーとか、そんなところをやっているところでござい

ます。 

 ２２ページでございます。Ｃｉｖｉｃ Ｔｅｃｈの活動事例、今日もコード・フォー・

ジャパン、関さんからプレゼンをいただく予定でございますが、草の根の市民の力が非常

に地域に貢献をしているようになっているということでＣｉｖｉｃ Ｔｅｃｈ的な広がり

とか、そこで、そこにございます「FixMyStreet」とか「５３７４（ゴミナシ）」とか、色々

なアプリも出てきているというところでございます。 

 それから、２３ページに出ておりますが、災害時も色々助け合うわけでございます。今

日ヤフーさんもご参加いただいておりますけれども、ヤフーさんとかグーグルさんとか、

行政が本来やってもいいような情報提供とかを非常にご貢献いただいているところでござ

います。東日本大震災時の教訓を踏まえて、熊本地震のときには、改善すべき点はあると

思うんですけれども、結構うまくいっているんじゃないかなと思っております。 

 一方で２４ページ、総務省の総合通信局なども色々な取組をやっております。熊本地震

でもラジオとか色々な端末を提供したり、職員を派遣したり、移動電源車とか色々なもの

をご提供したり、あるいは避難所のＷｉ－Ｆｉの設営なんかでも事業者と協力して

「00000JAPAN」という無料のＷｉ－Ｆｉを設定したり、そんな色々なことをやっていると

ころでございます。また、官民の連携みたいなところが少しポイントとなってくるかと思

います。 

 それから、ユーザー企業側の人材が不足しているというところで、これ、なかなか解が

ないんですけれども、厚労省さんの方で専門実践教育訓練という資格取得支援、どちらか

というと転職を念頭に置いた資格取得でございますが、専門実践教育訓練給付というのは、
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訓練費の４割、４０％を給付する仕組みがございまして、こちらの方にまさにＩｏＴに必

要な講座が追加で指定をされたと、手厚い給付が得られるような仕組みがございます。こ

ういったものとも我々もしっかり連携をしていかなければいけないのかなと思っていると

ころでございます。 

 ３点目、リテラシーでございます。２７ページは、ご承知のとおり、セキュリティの脅

威が拡大しているというところでございます。一般の方がインターネットバンキングとか

ウェブカメラなんかをやっているとハッキングに遭うとか、そういった一般の方にも影響

が及ぶところでございます。 

 ２８ページご覧いただきますと、インターネット利用率が若い人と高齢者で少し落ちて

いるというようなことと、若い方は特によく言われますが、スマホは使うんだけど、パソ

コンはあんまり使いませんねみたいな、そういうところもちょっとあるかなと思っており

ます。 

 ２９ページは国際比較でございます。残念ながら、ＩＣＴの色々な指標が日本は学校レ

ベルではかなり低いというような状況でございます。 

 また、３０ページでございますけれども、高齢者、障害者につきましても、やっぱりＩ

ＣＴの活用が指標で見るとなかなか難しい局面にあるというところでございます。 

 ３１ページは、そういったことを踏まえて総務省は何を取り組んでいるかということで

ございます。教育のクラウドプラットフォームのようなことに取り組んでいたり、学校の

教室のＷｉ－Ｆｉに取り組んでいたり、あるいはプログラミング教育の推進などを文科省

と役割分担としてやっているところでございます。 

 また、３２ページでは、来年度の予算といたしまして、若者やスタートアップやユーザ

ー、ユーザーなども対象にしたリテラシー向上施策も計上しているところでございます。 

 また、３３ページは、文科省さんの取組でございます。これ、いわゆる馳プランと言わ

れているものでございますけれども、初等中等教育から大学院、トップレベルまで色々な

施策を打ち出してこられておりまして、こういったものともしっかり連携をしなければい

けないというところでございます。 

 ちょっと長くなって恐縮ですけれども、３５ページに今日ご議論いただきたい論点例を

まとめております。スキル、ボリューム、リテラシーとそれぞれまとめておりますが、ス

キルの部分では、新たなスキルとか、自治体職員のスキル、この辺が議論になってくるか

と思います。新しいスキルのための取組を強化すべきじゃないかとか、今回我々もうまく
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まとめられていないんですが、地域のＩｏＴ人材、ＩＣＴ人材といってもどれぐらいいら

っしゃるかというのがしっかり把握できておりませんので、そういったものをある程度見

える化をしていくことが重要じゃないかということを論点例として挙げております。 

 また、ボリュームのところは、人が足りないとか、キーパーソン的な人が必要だとか、

災害時の協力とか、ユーザー企業の人材とか、そんなところが課題としてございましたが、

できるだけ各地域のニーズに応じて臨機応変にそういった人材を共有したりできるような

仕組みが有効じゃないかとか、あるいはＣｉｖｉｃ Ｔｅｃｈさんとの連携とか、あるい

は退職エンジニアの方はボランティア意欲が非常に高い方が多いので、そういった方を活

用する体制が必要じゃないかとか、災害時の色々なサポートをコーディネートするような

人材が必要じゃないかとか、あるいはユーザー企業側に色々ＩｏＴ人材がシフトするよう

な、流動性を高める施策が必要じゃないか、そんなことが論点として書いてございます。 

 また、リテラシーのところでは、若者、高齢者などございますけれども、文科省や経産

省と連携で色々なプログラミング教育その他、学校を核とした施策を展開していく必要が

あるんじゃないかとか、あとは、真ん中で、クラブ活動とかそういったものも重要かもし

れません。ＩｏＴクラブみたいなものを高校や高専で設けていただくとか、あるいは大学

の寄附講座、企業の雇用枠、これは韓国の銀行などではセキュリティ人材を一定比率以上

雇用しなければいけないというようなものがあったりしまして、そういったものをつなげ

て、ＩｏＴの人材はこういうふうなキャリアプランが描けるんだということをモデル化し

ていくことが必要じゃないかとか、あるいは高齢者・障害者向けの講習会などを強化すべ

きじゃないかということが論点としてありますが、ここを今日色々ご議論いただければと

思っているところでございます。 

 あと、今後のスケジュール、３６ページでございます。２回目、３回目、分科会の日程

決まっております。タスクフォースは年内にロードマップを決定していくという予定にな

っておりますが、ひとまず年度内に分科会は取りまとめをして、親会のタスクフォースに

報告をしていければと思っているところでございます。２回目、３回目の予定をご確保い

ただければ幸いでございます。 

 あと、参考資料です。３８ページ、これ、未定稿でございますが、総務省調べといたし

まして、関連の文科、厚労、経産の施策をまとめてございます。 

 それから、３９ページ、４０ページは、先ほどの情報通信委員会の、１００万人足りな

いというところの試算の根拠などがついているところでございます。 
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 駆け足ですが、以上でございます。 

【森川主査】  ありがとうございます。質問とかコメントとかございましたら、最後の

自由ディスカッションのところでお願いできればと思います。 

 それでは、これから構成員の方と、あと、ゲストスピーカーの方から総計４名のプレゼ

ンテーションをお願いできればと思います。初めに、ゲストスピーカーの下田さんの方か

ら、「ＩＴ人材白書２０１６」についてご紹介をお願いできればと思います。お願いいたし

ます。 

【下田様】  ＩＰＡ、独立行政法人情報処理推進機構の下田と申します。どうぞよろし

くお願いいたします。ＩＰＡの方では、「ＩＴ人材白書」、これは白書とは言っていますけ

れども、簡単にいうと、ＩＴ人材の動向調査を８年ぐらいやっておりまして、それを書籍

として取りまとめているというようなものです。今日は、その中のＩｏＴ分野に関連する

ところについてお話をさせていただきたいと思っております。 

 まず前もってお話ししますと、ＩＰＡは経済産業省所管の独立行政法人ということで、

情報セキュリティや信頼性向上や人材育成と、こういったことをやっている組織でござい

ます。 

 本日お話しすることにつきまして、「はじめに」ということと、ＩｏＴ分野の技術者動向、

ＩｏＴ分野の企業動向、ＩｏＴ時代に求められる人材と、こういったことについてお話を

させていただきたいと思います。 

 まず初めに、まず「ＩＴ人材白書２０１６」ということで全体構成、実はこれだけ色々

な構成があります。第２部の赤いところに載せておりますけれども、第１章として、Ｉｏ

Ｔ、ビッグデータ時代に活躍するＩＴ人材と、こういった形で取りまとめております。そ

れ以外も、ヨーロッパと日本のＩＴ人材動向というようなことも調べておりますが、今日

は第１章のＩｏＴのところについてお話をさせていただきます。 

 「ＩＴ人材白書２０１６」では、メッセージとして、多様な文化へ踏み出す覚悟とか、

デジタルトランスフォーメーションへの対応を急いでもらいたいと。これは個人の方に対

しては、既存の組織や企業あるいは国の壁や枠組みにとらわれない発想で物事を捉えて、

社会の課題を認識し、多様な文化と交わると、こういったことを恐れずに踏み出していっ

てほしいという願いを込めて白書、調査レポートをまとめております。また、経営者に対

しては、デジタルトランスフォーメーションへの対応というようなことについて、経営者

のビジョンやＩＴ人材の活躍できるようなマインドを持っていってもらいたいというよう
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なことを願って発信したものです。 

 若干横道にそれましたが、それでは、ＩｏＴに関連するところで、当方でまず理解をし

ているのは、ＩｏＴとビッグデータによって変革される現実社会というものは、こういう

①、②、③、データをまず収集し、蓄積・分析、それから、現実世界への転換というかそ

ういったところから提供というようなことを繰り返していくというようなことだと認識し

ております。 

 これをベースに書いたときに、ＩｏＴにかかわる人材の役割というもの、データの収集

のところで組込みの技術者、次に、データの蓄積・分析のところでネットワークの技術者

とか、データの活用人材の方とか、またはネットワーク技術と。なぜこういうふうに言っ

ているかというと、我々調査するときにアンケートという手法をとるわけなんですが、「あ

なたはＩｏＴ人材ですか」と聞いて、「はい、そうです」と答える人もなかなかいないので、

組込み技術者の方に聞いたり、ネットワークの技術者の方に聞いたりというようなことを

やっているわけです。 

 それで、ＩｏＴにかかわる人材への調査で、現在必要と考える技術は何ですかと聞いて

おります。右上の方にブルーで、組込み技術者、ネットワーク技術者。この資料の読み方

としては、これは個人調査で組込み技術者に聞いたり、ネットワーク技術者に聞いたり、

データ活用人材に聞いたりとしていることを示しているわけですが、現在必要と考えるス

キルは、当たり前と言っては当たり前なんですが、専門技術とその周辺というようなこと

になっています。 

 例えばネットワーク技術者の赤い線の方は、当然真ん中あたりのネットワーク技術は重

要だと思っておりますが、その周辺技術として情報セキュリティ技術も重要だと認識して

いるわけです。それから、一番特徴的なのは、一番左にある顧客（業務）分析力、企画力、

こういったところも強く意識しているということがわかっております。 

 そしてまた、ＩｏＴに携わる人材への調査で、個人負担によるＩＴ技術のスキルアップ

方法は？と聞いております。そうすると、ＭＯＯＣの利用とか、所属企業以外のコミュニ

ティ活動への参加ということが出ております。ここの問いは３つの技術者の方に聞いてお

りまして、ＭＯＯＣの利用のところに非常に特徴的なものがあらわれているのは、データ

活用の方のＭＯＯＣの利用が割合として高いわけです。これはなぜかなと思うんですが、

例えば教科書のないような最先端の技術あるいはデータ分析というようなところも、教科

書を待っていられない、ネットワークにおける学習を優先していくというようなところが
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出ているのではないかなと思っております。 

 そしてまた、ＩｏＴに携わる人材への調査で、現状必要と考える技術力、また今後必要

と考える技術力は何かということですが、現状がブルーの濃いところで、今後が薄いとこ

ろです。この差をとったＤＩ値を波線というか上にのせているわけですけれども、赤くく

くったところが、情報セキュリティ技術やオープンソースソフトウエア、スマートデバイ

スデザイン力とかウェブ技術、こういったところが今後必要になる技術と組込みの技術者

の方が考えているというような結果でございました。 

 それから、今後モバイルソリューションにおける技術で重要となる領域は？ということ

で１３ページのところでございます。これはネットワーク技術者の方、先ほどお話があり

ましたように、赤いところでくくったように、モバイル関連技術者については複数の技術

が必要ということで、Ｍ２Ｍとかビッグデータ解析、ワイヤレス・ネットワーク、クラウ

ド、情セキと、こういったところがあると。ワイヤレスがもたらす可能性を実現する複数

の技術が必要だということでございます。 

 次、１４ページですけれども、そういったことをもろもろ考えまして、ＩｏＴに携わる

人材への調査で、インタビューから把握できたデータ活用人材に必要なスキルのイメージ

ということです。これは先ほどお話しいただいた中にもちょっと重複するところではござ

いますけれども、ビジネススキルとか、ＩＴスキルとか、データベーススキルというよう

なことで、データをビジネスに結びつける３つのスキルが必要なのではないかと。ただ、

全てのスキルを持っている人というのはなかなかおりませんので、こういった方のチーム

の形成が必要になるのではないかというふうに認識しております。 

 それでは、次のＩｏＴ分野の企業の動向、企業に聞いたところでの動向でございます。

１６ページのところですが、ＩＴ企業に聞いた調査です。ＩＴ企業がユーザー企業に対し

て、ＩｏＴ関連を活用した事業、提案、支援、協業の実施内容は何ですかと聞いたわけで

すが、濃いブルーが実施しているというところで、一番高いパーセンテージは、機器（セ

ンサー、ＧＰＳなど）からの自動データの取得活用と、こういったところです。２番目は

クラウドのところであったということです。 

 それから、ネット企業というところですが、いわゆる楽天とかそういった企業でござい

ます。これは２番目に、ヒト（ＳＮＳ、モバイルなど）により発生するデータの活用技術

というようなところを重視しているというようなことでございました。２番目がクラウド

です。 
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 それから、研究開発部門ということも実は初めて調査でやってみたんですけれども、こ

ういったところでは、機器（センサー、ＧＰＳなど）からの自動データの取得活用という

ところが一番高いところでした。これ、実はＩＴ企業よりもパーセンテージが高いという

ような特徴的な結果が出ております。 

 さて、それで、１９ページのところです。企業の取組の状況ですが、全体的には実証や

小規模事業からのスタートの段階であると。事業会社、ＩＴ企業、特定技術の提供企業な

どが共同で試行錯誤しながら事業化をしているというようなことでございました。これは

実はアンケート調査だけではなく、インタビュー調査で色々とお話をお伺いしたというよ

うなことも取りまとめて、下の赤いところで載せているものでございます。 

 次行きまして、２０ページです。その他、ＩｏＴやＭ２Ｍに関連する事業というのは事

業部門が中心であると。これはユーザー企業のところで言っておりますけれども、ＩＴ企

業の顧客がＩＴ部門から事業部門へ変わっていっているというようなことです。ＩＴ部門

がかかわる場合は、企業共通の基盤の構築というようなところになっております。一番下

にインタビューで色々いただいた中で、Ｍ２ＭやＩｏＴでは色々なパートナーと連携でき

て初めてビジネスになるというようなことを言っている方もいらっしゃいました。 

 今言ったことをもう１回図示してあらわすと、今まで左側の矩形枠に示していますけれ

ども、ユーザー企業、いわゆるサントリーとかそういった事業会社さん、ＩＴ企業という

のはＮＥＣとか富士通とかＩＴをベンディングする会社さんです。ユーザー企業は今まで、

事業部門――お金を、売り上げを達成しようとして事業をしているところは、ＩＴをする

場合に、組織の中におけるＩＴ部門――情報システム部門とか色々な言い方があると思い

ますけれども、そういったところに発注し、そこがＩＴ企業との窓口になってやっている

わけなんですね。それはこれから先ＩｏＴ関連事業では、ＩＴ部門も事業部門も組織にお

ける研究開発部門もあわせ、そしてまた、ＩＴ企業も、ネット企業やＩｏＴ、ＡＩベンチ

ャーと、こういったところが共同開発していくというような形になっております。 

 それで、人材の確保状況です。確保できているというようなところは非常に少ないとい

うような状況になっております。 

 それからまた、２３ページですけれども、今度、新事業・新サービスにおける人材の確

保状況において何をしていますかと。新卒採用とかいうようなことが非常に多いというよ

うなことで、ネット企業は比較的中途採用とかが多いわけですが、そういった採用の方法

にもまだ色々課題があると。 
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 ２５ページのところですけれども、求められる人材として、一番下に青い字で大きく載

せています。技術とビジネスをつなぐ力とか、技術を俯瞰し全体を設計する力とかいうよ

うなことが必要であると。 

 それから２６ページですが、企業が求める能力・技術の中では、ビジネスアイデア構想

力と技術力が重要だと言っております。この技術力と答えた人をさらに細かく聞いたのが

下の絵ですけれども、事業全体を俯瞰する能力が必要だというようなことが言われており

ます。 

 最後に２７ページですけれども、課題として、真ん中あたりにありますが、人材の育成

には時間がかかるというようなことが課題だと。それから、ＩｏＴではビジネス創出こそ

が主要な課題だと、こういうようなことが言われております。 

 以上で、ＩＰＡ「人材白書」からのご報告ということでございます。 

【森川主査】  ありがとうございました。 

 時間が少し押していますので、質疑応答はスキップさせていただいて、最後の自由ディ

スカッションのところでお願いできればと思います。 

 それでは続きまして、データサイエンティスト協会の關様からプレゼンテーションをお

願いいたします。 

【關様】  おはようございます。データサイエンティスト協会の事務局の關でございま

す。それでは、データサイエンティスト協会の概要の説明と、データサイエンティストの

スキルセットについてお話をさせていただきたいと思います。 

 データサイエンティストはどんなことをする人なのかということですけれども、私ども

はデータの持つ力を解き放つ人だというふうに考えております。この協会は非常に新しく、

３年前に設立されたもので、４ページありますように、現在、法人会員５６社と一般会員

４,５００人余りというような状況でございます。 

 全体像としましては、協会がございまして、学会、大学、官公庁、地方自治体と連携す

る部分と、いわゆる一般会員、データサイエンティストになりたい人あるいはデータサイ

エンティストに今なっている人、そういった人に情報の提供を行っています。協会の運営

につきましては、法人会員で行っています。そこで人材の定義・育成・評価、コミュニテ

ィ形成、そして、シンポジウムの開催というようなことを行っております。 

 協会の運営についてですが、これはご覧いただいているとおりです。代表理事はブレイ

ンパッドの草野氏が務めておりまして、ヤフーの安宅氏、電通の佐伯氏、金融エンジニア
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リング・グループの中林氏、ブロードバンドタワーの藤原氏、大阪産業科学研究所の鷲尾

先生など１０人の理事と情報・システム研、統数研究の樋口先生に顧問になっていただい

ているという構成でございます。 

 この幹事会員がいわゆるドライビングコミッティーを形成しておりまして、金融エンジ

ニアリング・グループ、ＳＡＳ、電通、日本アイ・ビー・エム、博報堂ＤＹメディアパー

トナーズ、ブレインパッド、ブロードバンドタワー、ヤフーというような構成になってご

ざいます。ほかに賛助会員が４８社ございます。そのほか、各種関連学会や協会などの外

部との連携もございます。 

 協会の活動につきましてですが、まず大きなものとしては委員会の活動がございます。

これは大体月１回から２回各委員会で活動を行っております。あとは、法人会員向けの勉

強会、セミナーをやっております。それから、データの分析活用によって業績貢献をもた

らしたという、そういう人たちに対するデータサイエンスアワードというものを設けてお

ります。また、年に１回、つい今月終わったばかりですけれども、３回目のシンポジウム

を実施しました。 

 それで、協会の中心的活動としまして、４つの委員会がございます。まずスキル委員会。

これは教育機関へのスキルチェックリストの普及活動、スキルチェックの仕組みづくり、

有識者へのインタビュー、情報発信などを行っております。それから、企画委員会では、

有償のデータサイエンティストの養成講座の企画・運営、セミナーの企画・運営、キャリ

ア支援というようなことを行っています。次に調査・研究委員会ですが、こちらは各種調

査の実施で、例えばＩｏＴ、オープンデータ、データサイエンティストの人材調査、お給

料をどのぐらいもらっているだとかテクノロジーなどの各種調査・研究を行っています。

それと、４つ目が広報委員会で、こちらはデータサイエンスアワードの企画・運営と、あ

と、データサイエンティスト協会のシンポジウムの企画・運営を行っております。 

 ご覧いただいているのは、各委員会の委員長・副委員長の皆さまでございます。 

 スキル委員会の活動でございますけれども、昨年度はデータの分析、データ活用につい

て議論を重ねてまいりまして、「データサイエンティスト スキルチェックリスト」の第１

版を公開しました。お手元にありますチラシは、つい先日スマホでチェックができるスキ

ルチェック（フルバージョン）を公開しまして、これは会員の登録をしていただければど

なたでもすぐに自分のデータサイエンティストとしてのスキルチェックができるというよ

うなものでございます。 
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 それから、企画委員会の方では、データサイエンティスト養成講座を、これは基本的に

は法人会員に限定した格好で提供させていただいております。 

 このスライドは養成講座の内容でございます。 

 それから、調査・研究委員会では現在、ＩｏＴ、オープンデータ、スポーツアナリティ

クス、フィンテック、それから、データサイエンティスト人材調査、スキルの調査ですね、

それと、テクノロジー、手法やツールなどの調査を進めております。 

 広報委員会の方では、データサイエンスアワードを開催しておりまして、今年もつい先

日データサイエンスアワードの発表とシンポジウムが終わりました。 

 次に、データサイエンティストのスキルセットということですけれども、私どもは３つ

のスキルセットを考えております。まずはデータサイエンスの力。いわゆる情報処理、人

工知能、統計学など情報科学系の知識とそれを使いこなす力です。それから、二つ目はデ

ータエンジニアリング力。これはデータを使えるように実装する、いわゆるＩＴリテラシ

ーといいますか、そういった部分です。それと３つめとしてもう１つ重要なのがビジネス

力。このビジネス力がないと、どういうふうな課題設定をして解決するのかということが

できないということで、この３つのバランスが非常に大切であると考えております。 

 データサイエンティストとは何かということでございますけれども、データサイエンス

力、データエンジニアリング力をベースに、データから価値を創出し、ビジネス課題に答

えを出すプロフェッショナルだというふうに私どもでは定義づけております。 

 それぞれ色々なレベルがあるわけですけれども、我々の方では、データサイエンティス

トというのは、単なるスペシャリストでもエキスパートでもないというふうに考えており

ます。 

 このスライドは問題を定義から解決していくときに、どの部分が必要なのかということ

を示したものです。目的やテーマ設定のときにはビジネス力が重要で、その後アプローチ

の設計、それから、処理・分析というふうに従って、データサイエンス力であったり、デ

ータエンジニアリング力であったりというものが必要になってくる。課題解決のところで

はまたビジネス力が必要ということで、こういった色々なスキルを総合して発揮しないと

なかなか実際の社会に役立っていけないというふうに考えております。  

 このスライドはスキルレベルの違いを示したもので、私どもではスキルレベルを、見習

いレベル、ひとり立ちレベル、棟梁レベル、業界を代表するレベルというふうに分けて考

えております。 
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 このスライドは会員の特性ですけれども、特徴的なところとしましては、とにかく関東

に集中している、ほぼ東京周辺であるということで、地方の人材がまだまだ会員として入

っている人ですら少ないので、圧倒的に不足しているのかなと思います。 

 あとは、統計資料は後でご覧ください。以上でございます。 

【森川主査】  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＡＰＰＬＩＣの松村さん、お願いいたします。 

【松村様】  一般財団法人全国地域情報化推進協会、通称ＡＰＰＬＩＣと申しておりま

すが、事務局長の松村でございます。本日はプレゼンの機会をいただきまして、大変あり

がとうございます。 

 当協会は、その名のとおり、地域情報化の推進を目指しまして、自治体の情報システム

の抜本的な改革ということで、システムの標準化をした、地域情報プラットフォームと言

っておりますけれども、それの構築、推進などを中心に活動しておりまして、全国の自治

体さんとか、それから、ベンダー等の各社さん、それから、学術経験者の方々で７８５人

の会員で構成をしている団体でございます。本日は、ＡＰＰＬＩＣが実施しております人

材関連事業ということでご説明をさせていただきたいと思います。 

 最初に、地域情報化アドバイザー派遣制度でございますが、これは総務省さんが実施し

ている事業で、ＡＰＰＬＩＣはその事業を受託させていただいています。この資料にござ

いますように、目的は、ＩＣＴを活用して地域課題を解決しようとする取組に対しまして、

専門家を派遣して助言、提言、情報提供を行って、ＩＣＴの利活用の推進とか、活力と魅

力ある地域づくり、それから、地域の中核を担える人材育成を図っていこうということで、

平成１９年からスタートしております。 

 この地域情報化アドバイザー派遣制度ですけれども、政策統括官と自治行政局長の調査

研究会の報告書が平成１７年３月に取りまとめられておりまして、そのときに、人材育成

支援制度、当時地域情報化プロデューサー支援制度と言っていましたけれども、その提言

が誕生のきっかけだと伺っております。 

 下段にそのスキームを掲載しております。当方ではこの運営事務局を受託しているわけ

ですが、まず要望のある自治体さんから申請をいただいて、事務局では、希望の条件に沿

って地域情報化アドバイザーの方をご選択し、申請者に紹介して、よろしければ派遣をす

るといったような流れになってございます。 

 派遣の状況について３ページのグラフについては示しております。近年この制度の認知
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度も上がりまして、申請件数も増加して、昨年度では２４２件、２８年度も既に２３０件

に達する見込みとなってございます。委嘱されたアドバイザーの方も、年々増加している

という状況にございます。 

 次に、４ページの資料につきましては、どういう分野に派遣依頼が来ているかというこ

とを示したものでございます。派遣に当たっては、最大３回までというのが原則です。ま

ず意識合わせを行い、現地の検討状況を踏まえたアドバイスを行い、一定の成果が出た場

合に、そのコメントをして、さらなるアドバイスをするといったような段階を踏んでいく

のが一般的です。 

 この分野を見ますと、近年では特にマイナンバーに関する庁内ネットワークのセキュリ

ティ対策とか、自治体クラウドに関する支援、それから、自治体をＰＲするための広報戦

略、あるいは図書館を核としたコミュニケーションの場とか、情報発信構想に関する支援

依頼、それから、中学校、小学校なんかの学校の事務をする校務、それの構築支援、そう

いった多岐にわたる依頼が来ております。この表は、業務効率化とか地域産業振興といっ

た大項目ごとに件数をまとめた近年の傾向をあらわしてございます。 

 こういった地域情報化アドバイザーを派遣した案件の中から優良事例を幾つかピックア

ップしてご紹介させていただければと思います。この優良事例というのは、プロジェクト

の組成状況とか、地域の情報化計画の策定状況、実際のシステムの構築の進展具合、それ

から、人材育成のための取組状況、その案件が横展開が可能かどうかとかいったことなど

につきましてＡＰＰＬＩＣで独自に評価を行ってピックアップしたものでございます。 

 例えばここで言う石巻市の番号制度対応の基幹システム、この改修に当たりましては、

アドバイザーから業務分析と業務改革に関した指導を熱心にいただいてございます。それ

から、杉並区の和田商店街ですが、ここは地域の方々が育児休業中の母親の方等に、ホー

ムページの作成に当たっての情報の要約方法とか文章の書き方の指導とかを熱心にご指導

して地域の活性化につなげております。それから、日光でございますけれども、ここはシ

ティプロモーションに当たりまして、日光は色々観光の武器があるわけですけれども、何

をＰＲしていくかという戦略がなかったということで、その戦略の立て方を一生懸命ご指

導して成果を上げたということを伺っております。 

 次に、当初総務省の事業として実施し、平成２１年度からＡＰＰＬＩＣの事業として実

施しております自治体ＣＩＯ育成研修ということでご説明をしたいと思います。この制度

は、自治体におきまして、ＩＣＴの技術のみならず、経営幹部としてマネジメントの役割
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を果たすための能力や知識を身につけた人材を確保するために、昔のホストコンピュータ

ーであったレガシーの改革とか、電子自治体の構築、それから、自治体の中の情報システ

ムの適切な調達、さらには、地域情報化と総合的に対応できる、そういったＣＩＯ人材の

育成を目指して、当初は平成１７年から総務省の事業として開始されております。先ほど

申しましたように、２１年からはＡＰＰＬＩＣの事業として継続させていただいておりま

す。 

 ７ページの表は自治体ＣＩＯ育成研修、平成１７年から平成２７年度まで受講した状況

を表示しております。自治体ＣＩＯ育成研修ということで、ＣＩＯを支えるチームの機能

強化とかＩＣＴの適切な管理、業務の効率化、効果的な地域情報化の展開などを目的にし

まして、業務システムの最適化とか、情報セキュリティの高度化とか、ＩＴガバナンスの

強化、ＩＴ投資の評価、番号制度対応、そういった自治体の直面している課題に総合的に

対応できる人材育成のための研修という位置づけでやってきております。 

 具体的には毎年夏と秋、自治大学校をお借りしまして、月曜日から金曜日までの５日間

実施をしてまいりました。平成２７年度末までに合計６０６名の受講生がございます。Ｃ

ＩＯにふさわしい人材ということで、幹部の方々が１週間職場を離れて自治大学校に来て

研修するというのはなかなか難しいんですけれども、６０６名、平成２３年以降どういっ

た方が受講されているかというのをまとめてみますと、写真の横にある円グラフにありま

すように課長級以上で約４分の１が参加されているということで、効果は上がっているん

じゃないかなと。また管理者未満の方の参加もＣＩＯ補佐官などを支える人ということで、

非常に効果は上がっているんじゃないかというふうに考えております。 

 ここは、２８年度に実際に行うことを１枚まとめてみました。１週間の研修前に１カ月

から２カ月ｅラーニングの期間を設けておりまして、集合研修が終わった後にもｅラーニ

ングで事後学習ができるといったような仕組みにしてございます。 

 それから、自治体ＣＩＯ育成研修とは別に、平成２５年度から、最近のクラウドの進展

とか、それから、マイナンバー制度導入によりまして情報連携の必要性が高まったという

ようなこともございまして、総務省を開発したカリキュラムをいただきまして、ＡＰＰＬ

ＩＣの業務として実施している研修でございます。この講座は、自治大学校において実施

している先ほどのＣＩＯ育成研修とは違いまして、全国の総合通信局の管内に出向きまし

て、そこに近隣の自治体の職員に集まってもらって行っております。いわば出前研修みた

いなことでやっております。ここでは、先ほど申しましたように、効果的なＩＣＴの利活
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用だとかＩＣＴシステムの課題認識、地プラによる番号制度対応、クラウド導入などにつ

いて学んでいただいております。２７年度末までに２８５名の参加実績がございます。 

 ＡＰＰＬＩＣとしてこのＣＩＯ育成研修と自治体クラウド情報連携推進講座をあわせて

何を実現したいかということをイメージ的に書かせていただきました。ＣＩＯ育成研修に

おきましては、自治体が直面する課題に総合的に対応できるような手法、それから、予算

の説明の手法とか、そういったＣＩＯにふさわしい役割をターゲットにして育成をしてお

ります。それから、クラウドの方は、どちらかというと情報政策部門の担当者をターゲッ

トということでやっております。これらが相互に補完をしまして、情報政策部門がうまく

機能して、原課のＩＴ調達担当者とか、条例などを担当する部署とか、そういったところ

とうまく、情報政策部門の側が支援とか指導ができていくようになるのではないかと考え

ておりまして、そういったことを通じて地域の情報化が進展するといいなと期待してござ

います。 

 最後ですけれども、ＡＰＰＬＩＣ独自でやっているＡＰＰＬＩＣテクニカルアドバイザ

ーということも取り組んでおります。これは先ほど申しましたような、地域情報プラット

フォームの導入に当たりまして助言が欲しい自治体さんがございましたら、ＡＰＰＬＩＣ

会員の中で登録をしている方に、２名１組、１社に偏らない意見ということもあるので、

複数の会社から２名選んで、２名１チームで原則２回まで無料でご指導をさせていただい

ております。こういった取組をＡＰＰＬＩＣでは今行っているところでございます。 

 以上、簡単でしたけれども、ご説明させていただきました。ありがとうございました。 

【森川主査】  ありがとうございました。 

 それでは、コード・フォー・ジャパンの関さん、お願いできますでしょうか。 

【関構成員】  ありがとうございます。コード・フォー・ジャパンの関です。多分、皆

さん早く議論したくてうずうずしているかと思いますので、手短にお話しさせていただき

ます。資料１－７をもとにお話しさせていただきます。配付していることもありますので、

細かいところは資料を見ながらということで。 

 先ほど申し上げたとおり、コード・フォー・ジャパンは一般社団法人で、２つの事業を

今やっております。地域のコミュニティづくりと、あとは、どちらかというと行政向けに、

行政と企業向けに組織の壁を超えて働ける越境人材づくりと申しておりますが、人の交流、

人材交流事業みたいなことをやっております。 

 １つ目ですけれども、何がやりたいかというと、市民の中で新しいＩＴを活用できるコ
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ミュニティをつくって、その市民が行政の担当の人とかとも一緒になって創造的なアイデ

アを考えて、実際に手を動かしながらつくってみると、いわゆるプロトタイピングという

ものをコミュニティの中でやっていくというようなことを推進しています。そこで生まれ

たアイデアを、ボランタリーな活動だけではなかなか持続性がないので、ＮＰＯだったり、

企業だったりといったところと一緒になって、事業化の仕組みのところも含めて一緒にや

っていくというようなことをやっております。 

 コード・フォー・ジャパン自身がたくさんの人を抱えてやっているわけではなくて、こ

のように、日本全国にこういうことをやりたいというような方を見つけて、その方を支援

しながら各地で独自の活動が行われていっているというようなところが特徴です。特にコ

ード・フォー・ジャパンがあれしろ、これしろと言うわけではなくて、各地でやりたいこ

とをやっていく。ただ、地域ごとにやる動きだとすごく小さくなってしまうので、そこを

つなげて知恵を共有したりとか、つくったものを共有したりしながら活動しているという

ことです。 

 各地でやっていることは、基本的にはワークショップをまずやる。ワークショップなり、

勉強会をまず地域の人たちを集めてやる。自治体の職員も含めてですね。多くの職員さん

は、大体、夜中とかにやって、業務外で参加していただくみたいな形です。 

 そういったところで月に１回とか、次のページで示すような色々なワークショップを各

地で。色々なアイデアが色々なところから出て、どんどんワークショップの種類もふえて

います。昨今、多少有名になってきているアイデアソンとかハッカソンと言われるような

ことをやってみたりとか、勉強会みたいなことをやったりとか、マッピングパーティと言

われるような、地域の情報を集めて、それをデジタルアーカイブしていくような、そうい

ったようなワークショップだったりとか、あとは最近だと、プログラミング教室みたいな

ものも行ったりもしています。 

 特徴的なのが、何かつくったりしたり、あと、アイデアが出たら、それをみんなで共有

していこうという、そこはコード・フォー・ジャパンの出番なんですけれども、例えばご

みの収集日を調べるアプリをつくったとか、保育園を探せるアプリをつくったとか、近く

のお祭りをデータベース化してみましたみたいなものだったりとか、ここに示すだけでは

なく、たくさんのアプリとかが出てきているんですけれども、幾つかご紹介させていただ

きます。 

 例えば「５３７４（ゴミナシ）.ｊｐ」。資料の方にも掲載いただきましたけれども、こ
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ちら、スマートフォンで簡単にごみを出す日がわかると非常にシンプルなアプリですけれ

ども、CODE for KANAZAWAが開発して、オープンソースでつくり方を公開して、それで、全

国８０カ所以上に広がっています。神戸市では、もともとアプリをつくる予算があったん

ですけれども、もうこれがオープンソースであるんだったらこれを使えばいいじゃんとい

うことで、そこでアプリをつくるための予算を切りかえて、多言語化するため、６カ国語

に翻訳するためにその予算をつけかえて、このオープンソースを活用しているといったよ

うな事例もございます。これ、各自治体が同じようなアプリを調達してつくったら相当コ

ストがかかると思いますが、オープンソースで、サーバーもホスティングも海外の無料で

使えるようなところを使っていますので、トータルコストとしては本当に１００万も使わ

れていないぐらいのところで全国８０カ所以上に広がっているというような事例でござい

ます。 

 札幌でも、CODE for SAPPOROが保育園を探せる場所のマップをつくりました。保育園と

か幼稚園とか色々な施設とか、子育て支援センターとかも結構部署が分かれていて、デー

タの公開形式もばらばらだったりするのを、市民のネットワークで整理して１つの地図で

簡単に探せるようにしたというようなものです。これも全国１０カ所以上に広がって、最

近見たら３０カ所ぐらいに広がりが出てきております。これも自治体の方とかも場所によ

っては協力いただいて、より細かくデータが検索できるように、例えば何時までお預かり

してくれるかとか、非常に利用者目線で検索できるようなシステムになってきております。

というのが事業の色々な活動です。 

 もう１つ行っている、どちらかというと行政向けのところですけれども、こちらは本題

にもかなり近いかなと思いますけれども、行政のＩＴ活用を向上させるような外部人材連

携ということをやっております。企業向けのサービスでもあるんですけれども、こういっ

た課題を解決してくださいと自治体が課題をオープンにします。それに対して、それに参

加したいという人を企業側から募集して、企業の中から手が挙がった人材が自治体の中で

３カ月間席を持って、課題解決に自治体の職員と一緒に当たる。それでプロトタイプをつ

くって公開するだとか、テーマによっては例えば戦略づくりとかそういったものをつくっ

て帰ってくるというような形のプログラムです。これは企業向けの研修プログラムになっ

ていまして、自治体から費用をいただいておりません。企業の人が新しい、全く経験した

ことのないところで地域課題について解決に当たるということ自体がいわゆるアクティブ

ラーニング的なものとして企業からお金をいただいてやっております。フルタイムではな
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くて、週に１日とか２日の形で自治体に赴くという形でやっております。 

 こちら３年やってきまして、３自治体に対して６社から８名のフェローが、我々フェロ

ーと呼んでいるんですけれども、派遣されています。自治体、企業双方にとって組織の壁

を超えた協働が生まれるよいきっかけになっているかなというふうに私たちは考えていま

す。今日の前段の議論の中でも、ユーザー企業側にＩＴ人材がいないとか、自治体も同様

だと思うんですけれども、なかなか育てるのは大変なので、こういった形で混ざるような

ことというのはよいきっかけなのかなということです。今年度もちょうど１１月から派遣

が始まりますけれども、７市に対して４社から１０名のフェローが派遣される予定になっ

ております。 

 もう１つ、やっぱり３カ月だとできることも限られてきますので、１年間の派遣プログ

ラムもやっております。浪江町はもう４年目になるんですけれども、２名が交代で２年ず

つ派遣されて、ＩＴ人材を派遣しております。ただ派遣するだけじゃなくて、コード・フ

ォー・ジャパン自身も調達のコンサルティングなんかを行いながら、浪江町の場合は、タ

ブレット端末を配布するアプリケーションをつくるという結構難易度の高いものだったん

ですけれども、そういったものをサポートさせていただいたりもしております。 

 あとは、私自身も、これは非常勤という形ですけれども、神戸市に今年の４月からチー

フ・イノベーション・オフィサーとして働かせていただいております。その中でスタート

アップ支援とかオープンデータ活用といったところをサポートさせていただいております。 

 神戸でどういうことをやっているかというと、主に２つあります。１つはスタートアッ

プの育成ということです。今、神戸市では非常にスタートアップ育成に力を入れておりま

す。そこで、500Startupsという海外の著名なアクセラレーターの起業家育成プログラムを

神戸で実施するというところのサポートをしたりとか、あとは、神戸市独自がやっている

KOBE Global Startup Gatewayという、これも起業家向けのコワーキングスペースみたいな

ものを提供して、メンタリングというサポートをしているんですけれども、そういったも

の、あと、投資も行っていますが、そこのお手伝いなんかをしております。これは２つと

も市だけでやるのではなくて、外部の色々なＶＣさんだとか成功した起業家とか、そうい

った外の人材をふんだんに取り入れてサポートを行っていただいているというのが特徴で

す。 

 もう１つが、データ活用です。これは最近始めたんですけれども、職員向けにデータ活

用ワークショップを実施しています。データアカデミーと呼んでいます。オープンデータ



 -29- 

もやはり形だけ、あるデータを公開しましたということではなくて、そもそも意味のある

データを提供するといったことが重要ですので、職員自身がデータに強くなる必要がある

ということで、今実施をしております。 

 最後、提案ですけれども、地域の色々な活性化に関しては、やっぱりコード・フォー・

ジャパンで色々やっていて思うんですけれども、結局事業が生まれていかないといけない

なという、そこの環境づくりが非常に重要だなと思っています。結局、魅力的な事業が育

たないと魅力的な人材は当然来ないわけです。そのために、まず１つは起業家の育成にぜ

ひ力を入れていただきたい。ＩｏＴにしても、既存の企業、例えば大手SIerとかが既存の

技術を使って自治体に提案して、その座組みには実は地域のプレーヤーが全くいないみた

いなそういったことを支援するのではなくて、ゼロから生まれるところ、こういうこと、

課題を解決したいというような方が新しくＩｏＴを使った事業をするというところの起業

家支援をぜひやっていただきたいというところ。 

 あともう１つが、自治体側がデータに基づいた政策決定ができるようになるということ

も重要だと思っています。データアカデミーもそれを狙いにしていますけれども、職員自

身がデータを活用して、データに基づいて政策決定をする。あとは、横、部門間の連携も

データに基づいて行っていくといったことをやる必要があると思います。これは時間がか

かることかと思いますけれども、１つ、チーフ・データ・オフィサーといったような専門

職員を外部から招聘することをぜひ検討していただきたいと。これは海外では一般的にな

っています。ＣＩＯだけではなくて、私はチーフ・イノベーション・オフィサーだとかい

う役職でやっておりますけれども、そういったような外部人材をある程度権限のある場所

に置くといったことをぜひやっていただきたい。 

 あともう１つは、自治体のシステムやアプリケーションのオープンソース化を推進して

いただきたいと思っています。結局、調達部分が非常にネックになって、小さい会社とか

が入れないとか、ベンダーロックインになってしまっているという状況が非常にあります

ので、自治体ごとにばらばらに調達していくのではなくて、「５３７４」が全国８０カ所以

上に広がったのはオープンソースだからです。あとは、コストが非常に安いからです。そ

ういったところの活用、例えば税金でつくったものはオープンソース化を義務づけるよう

な法案なんかも海外ではイギリスとかアメリカとか進んできていますので、そういったこ

ともぜひご検討いただきたいなと考えております。以上です。どうもありがとうございま

す。 
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【森川主査】  ありがとうございました。それでは、残りの時間を意見交換の場とさせ

ていただきたいと思います。初めに事務局の方から説明いただきましたけれども、いわゆ

る地域においてＩＣＴ人材を共有あるいは育成するための仕組み、あるいは高齢者とか若

年層を含むリテラシー向上を図っていくに当たって、皆様がお感じの現状あるいは課題、

さらにはそれを進めていくに当たっての解決策、あと、国に期待すること、これしてほし

いとか、こういう施策がいいのではないかといったようなご意見、幅広に皆様方からいた

だければと思っております。いかがでしょうか。自由にご発言いただければと思いますが、

いかがですか。 

 じゃ、はい。 

【毛利構成員】  つくば市の毛利です。論点整理３５ページの下の青い枠のところなん

ですけれども、ＩＰＡの方から、ＩＰＡの方の１１ページなんですけれども、スキルアッ

プどうしていますかというので、ＭＯＯＣの利用というお話がありました。教科書にない

ような最先端の利用が使えるからということではっとさせられたんですけれども、以前ほ

かの場所でお話を聞いていて、アメリカの大学では最新の講義をもうどんどん外に流すと

いうのが社会貢献になっていて、発展途上国の方はそれにアクセスをして、それで、例え

ばただ見るだけじゃなくてやりとりをして、それで認定証までもらっているというんです。

まさか卒業証書はもらえないけれども、修了証はもらえるそうなんです。だから、大企業

や色々な方が雇用するときに、その認定証を卒業証書のかわりではないけれども認めるよ

うな社会が来たら、大きく社会が変わるなというお話をいただきました。 

 つくば市でも、小中学校で家庭から学習できるシステムがあるんですが、病気や不登校

など何らかの理由で来られない子にも、学習が修了すると教育長から認定証をもらえるん

です。教育長からもらえるということは、学校の卒業証書は校長ですから、もっとすごい

人から認定証がもらえるということなんです。 

 筑波大学では、情報系ではＡＯ入試で自分が推薦するんです。自分がこれまでどんなネ

ットワークに関する学習や技能を身につけてきたかというレポートを出して、それがＡＯ

入試で入ると。すばらしい人材が育っているというお話をいただきました。 

 ここの大学の寄附講座拡充とプログラミング教育というように、これまで学校の現場の

先生は、プログラミング教育とか最先端のＩＣＴ教育は大学で教わってきていないんです

ね。なので、そういうものをぜひ提供できるような場をどんどん出していただければ、東

京に行かなくても地方においても、小中学校で、自然あふれるような過疎化の学校でも最
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先端のプログラミング教育を受けられる。しかも、交流と書いてあるんですが、子供たち

が、大学のＡＯ入試じゃないけれども、自分はこんなことやってきました、すごいでしょ

うという場をぜひ総務省さんはじめ国で何かそういうコンテストみたいなものを行ってい

ただいて、それで交流を図って、地域でもこういう人材がいるんだみたいなことができれ

ばいいんじゃないかなとお話を聞いていて思いました。以上です。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 では、佐藤先生。 

【佐藤構成員】  デジタルハリウッド、佐藤です。先ほどのＭＯＯＣのお話を受けまし

て、アメリカではたしかアリゾナ州立大学などは学位まで発行していまして、スターバッ

クスの社員などの学び直しなどにも使われているという例があったと思います。ＭＯＯＣ

というのは距離と時間を超越しますので、地方において最先端の教育を受けるという手法

においては非常に有効だと思っております。今、日本はＭＯＯＣがまだ試行錯誤の段階だ

と思っていますので、ここを何か支援するという方法も十分あると思います。 

 それと、皆様のプレゼンテーションをお伺いしていて非常に勉強になりました。皆さん

やはり共通的におっしゃっていたのが、ビジネススキルの重要性。今回総務省の資料の中

にも出ておりますけれども、高度ＩＣＴ人材というのは、必ずしもテクニカルなことだけ

じゃなくて、ビジネスを横断できるようなスキルが重要だと理解しました。 

 大変手前みそなんですけれども、デジタルハリウッドも２００４年に当時の小泉さんの

構造改革特区の制度を受けて専門職大学院をつくりました。その中で、ビジネス、クリエ

イティビティ、ＩＣＴという、１３年前からこのコンセプトで、これを横断できるような

ビジネスプロデューサー、イノベーターを育成するという目的で、高度専門職業人の育成

ということに携わってまいりました。１３年たっても、現場の最先端の育成の中でもそう

いったことをおっしゃっているということは、非常に共通する点があるんだなと感じまし

た。 

 その中で、総務省さんがお出しいただいた「ＩｏＴ時代における人材面での環境変化（ま

とめ）」というこの中で、スキル、ボリューム、リテラシーというのがあるんですけれども、

これが今のようなコンセプトで一気通貫で皆様の理解が得られているのかなというのがま

だ非常に疑問に感じています。例えば高等教育、社会人教育というところにおいて、それ

ぞれの理解がされているような気がします。理解がされているのは仕方ないことだと思う

んですが、先ほど申し上げたようなビジネスを横断するようなスキルということをぜひこ
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この場で一旦議論し、そういったことが正しいということであれば、ここから強烈に発信

できるような、そういうメッセージが出せたらこの会が更に意義のあるものになると感じ

ています。 

 それと、ちょっとアイデアになってしまうんですが、色々資料も見させていただいたら、

皆さん色々やっているんだなというのを改めて感じました。その上でもなぜＩＴリテラシ

ーが上がってこないのかなと。上がってこないと言ってしまっていいかどうかわかりませ

んが、なぜ、あがってこないのかと考えたときに、１つアイデアなんですけれども、やっ

ぱり先ほどの起業家育成という話にもありましたけれども、起業家の中ですごく重要なの

はイノベーターなんです。ヒトなんです。仕組みやモノやサービスではなくて、やっぱり

ヒトがすごく重要で、そういったイノベーターにフォーカスした、例えば表彰とか、ロー

ルモデルをつくっていくとか、成功事例、こういう人たちが私たちは正しいんだというこ

とを認めるようなことをやっていくべきではないでしょうか。 

 あともう１つ、最近のテクノロジーというのは、ガジェットを含め、色々なものが出て

きているんですね。例えば筋電位でコンピューターが操作できるものなども出てきている

んですけれども、そういうものをさわれる場がないというのは問題意識として考えていま

す。例えばシリコンバレーのテックミュージアムのような。科学未来館のようなところは

ありますけれども、本当に最先端のガジェットや、例えば今、ＶＲや３Ｄプリンターなど

をさわり倒して壊してもいいんだよというぐらいの、そういった場をつくるということも

検討してみてはいかがでしょうか。また場となってしまうと、地方においてどうかなとい

う気がしますけれども、そういったものと地方をうまくつなげるような仕掛けも考えても

良いのではと感じております。すみません、長くなりました。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがですか。 

 じゃ。 

【上瀬構成員】  上瀬でございます。色々ビジネスマインドというところでビジネス人

材というお話がありましたけれども、まさしくＩｏＴも投資のみならず、お金が回る仕組

みですね。ＩｏＴにそれ自身だとセンサー通信ということでお金がかかるところは見える

んですけれども、実際にそれによってどういうメリットがあるのかというところを可視化

して、そこにお金を出す側、地方でもマイクロファイナンス、あとは地方の金融機関、そ

ういった小さなスキームでもお金を出してみようという仕組み、そこをいかに見える化す
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るかというところ、そこの人材育成も必要なのかなと思っております。 

 あと、スマートフォンですね。今日もお話が一部ありましたけれども、これも１つのセ

ンサーなのかなということです。ゼロから巨大な仕組みをつくるというよりも、スマート

フォンのセンサー機能を、そこにアプリを使うことで、スマートフォンは世界に多々ある

とともに、特にＡＳＥＡＮ等新興国ではもう既に固定から携帯、スマホが基本的な通信手

段になっているというところもありますので、スマートフォンを使った新たなサービスと

いうところは、地方でもこれからまだまだアイデアを出せるというところはあるのかなと

思います。以上です。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 ほかには。 

 はい、安達さん。 

【安達構成員】  皆様方の発表を、非常に興味深くお聞きしました。色々多岐にわたる

取組をされているので、大いに参考になりました。ありがとうございます。 

 それで、幾つかポイントがあります。ＩＰＡの下田さんの発表は、その１つでありまし

た。２０ページに、ＩｏＴやＭ２Ｍに関連する事業は事業部門が中心と、まさしくこのと

おりでして、こういう地域ＩｏＴ実装を継続的に、しかも点から面へ横展開を受けてやっ

ていくために、やはり事業部門が投資しないとなかなか難しいと私は思います。これは当

然、各企業は一般的には株主がある営利企業ですので、やはりビジネスモデルにつながっ

ていくということで、ボランティア的な発想で人材を派遣することは長続きしないと私は

思います。 

 先ほどコード・フォー・ジャパンが非常にいい取組をされていました。各企業の研修と

おっしゃっていました。今後どんどん広げていくためにはどんな方策があるのかというこ

とと、できればやはり何か、せっかく、いい取組をされていますので、研修というか人事

とかそういうところじゃなくて、事業部門を巻き込んでやると、もう一歩次の展開が行く

ような気が私はします。ある程度、大企業中心に人材は豊富ですので、そういう人たちを

もう少し外に出してもらうような何か仕掛けづくりをこの場で何か提案できればと私は思

っているところです。ぜひ何かお互いに知恵を出してやりたいと思っています。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがですか。 

【石島構成員】  コメントとしては重複するところも多いと思いますが、当社の地域に
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関する取組としては、今のところ、即効性、わかりやすいものが多く、長野県など地域に

おいて子供向けのプログラミング教室を行ったり、地域で様々な特産物を生産されている

方が、なかなかｅコマースを活用できない部分があるので、それをｅコマースに上げるや

り方といった、非常に実学的なところをレクチャーし、販路を広げていただくというよう

な形での取組を中心に行っています。 

 ＩＴ人材の育成に関して社内で様々な角度から常々議論しているが、ＩＴ人材というの

は本当に色々な層で必要だというのは総務省資料の中でも記載をされているとおりだが、

社内的に今ちょうど話題になりかけているのが、若年層、高齢者層というよりも、課題で

あるのは、４０代後半や５０代など、あと１０年２０年たっていくとシニア層に移ってい

くというこの層の方々たちと若者層との、そこのデジタル・ディバイドというか、ＩＴリ

テラシーの差というのが結構クリティカルなのではないかというのが語られています。 

 今後、日本の人口構成上もしばらくはボリュームゾーンになるこの層の方々におけるＩ

Ｔの利活用やスタンスに関する考え方を少し向上していく方策などを議論しています。将

来的にＡＩ化が進展したときに、仕事がなくなる場合に影響を受ける層でもあるので、こ

のような方々がキャリアチェンジをしていくという観点でもＩＴというのはもう絶対に欠

かせないところなので、これをどういうふうに導いていくのかというのは今社内でもすご

く議論になっているところではありますので、紹介させていただきました。 

【森川主査】  じゃ、どうぞ。 

【近藤構成員】  その高齢者、障害者のデジタル・ディバイドに２０年間草の根で取り

組んでいる近藤です。私たちはずっと草の根でやっているわけですが、先ほどのビジネス

力についてですが、地域の問題はお金で解決しないことが山ほどあります。むしろお金が

介入するとややこしくなることがたくさんあります。そこで私たちはできるだけ、お金を

いただかないけれど、お支払いするのは規則にそった実費程度で活動してきました。 

 ひとつ皆さんにご紹介したいのは、ワードでお絵描きという活動です。パソコンが使え

るというのは、パソコンのソフトを使えるということ。スマホもそうですよね。スマホの

アプリを使える。そのためには、さっきヤフーの方がおっしゃいましたけれども、パソコ

ンを使えない人たちというのはすごく初歩的なところでつまずいてしまう。それを何とか

乗り越えるために、まずパソコンで簡単な絵を描く方法を紹介しています。特にインター

ネットがつながっていないパソコン教室でも実施できる方法です。２０年ぐらい前に高倉

幸江さんという女性が始めて、それをＮＨＫの番組が紹介してくれて、それを見た人たち
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が広げてくれて、本も出版されています。 

 高倉さんのホームページを障害を持っているお子さんのお母さんが見てくれました。中

学生のお子さんにそれを教えてあげて、彼女は今年高校を卒業したんですが、Wordのお絵

かきも上達しました。地元の銀行や市役所が応援してくれて、今月は彼女の作品展が開催

されています。作品をポスターにしたり、カレンダーにしたり地域のビジネスに貢献する

ようになったそうです。銀行もお店ですから集客やイメージアップに貢献できてうれしい。

地域としてハッピーなコミュニティビジネスモデル、そういうものが生まれています。 

 １０年前、群馬県みなかみ町で、総務省の地域情報化アドバイザーとしてお手伝いした

イベントでは高齢者の作品を展示したことがありました。駅の空いているスペースでイラ

ストや写真のコンテストと作品展をやりましたが、地元の蛍まつりでもあり２万人ぐらい

の方に来ていただいた。作品は全国から投稿していただき札幌の入賞者やハワイとネット

でつないで盛り上がりました。技術面を支えてくれたのは、プロのエンジニアですが、週

末なのでボランティアで協力してくれました。 

 ネットイベントは予算がないという理由で実現できない場合が多いと聞いています。し

かし、ＩＣＴに関心ある地域の学生や市民たちが営利セクターと連携することで低予算で

も実現できます。第一線のプロと交流することは地域の若い人にも刺激になりました。利

用者のニーズを知ってエンジニアにも新しいビジネスへのヒントも生まれました。今回の

タスクフォースのテーマには学校教育から離れた人たちへのＩＣＴコミュニケーションの

スキルの初歩を獲得する学習機会の確保やその手法も考えていただけるような機会にこれ

をしていただけるとすごくいいなと思います。以上です。 

【森川主査】  じゃあ、松田さん。 

【松田構成員】  今日はありがとうございました。お話を聞いていて、改めて子供たち

が生きる時代はどんな時代になっていくんだろうと、その時代認識を私自身の中で鮮明に

することができました。ここで話を聞いて、今日これからまた学校へ帰りますけれども、

職員と話すとこれまでの乖離がもっと広がってしまうのがちょっと怖いなと思っています。

私はよく言っているんですけれども、子供たちはランドセルを背負って毎日学校にタイム

スリップしに来ているんじゃないかと。だから、今日のように新しい時代に向けてのスキ

ルを育成するというような方向において、今の学校教育でははっきり言ってそれは行われ

ていないという危機感を持つことはすごく大事だといつも思っているんです。 

 そんな中で、プログラミング教育必修化というのが出てきて、文科省が有識者会議を持
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って、それが中教審に送られて、審議のまとめがなされました。中教審に送られて内容が

トーンダウンするかなと思ったら、またかなり踏み込んでくれて、私はすごくうれしいな

とは思っているんですが、でも、結局２０２０年なんですよね。学習指導要領は２０２０

年を目指してやっていくわけなので、やっぱり全くスピード感がない。２０２０年になっ

たらまた次の課題が出てきますから。じゃ、今どうするかというところで、やはり今日の

話を聞いてすごく切実に危機感を持ちました。 

 やはり今、教育や授業でクラウド活用は大前提じゃないですか。でも、私どもには自治

体のセキュリティポリシーがあって、学校の端末はクラウドにつなげられないんです。個

人情報保護条例があって。ただ、この個人情報保護法も改訂されて、もう今の時代、個人

情報って特定できない。何が個人情報だ、なんて言えない。定義できない時代に、一生懸

命個人情報を定義しようとして、危ないからクラウドに絶対つなぐなという。スタートが

そこなので。だから、ＡＰＰＬＩＣさんにはぜひ自治体職員研修をしっかりやっていただ

いて、もうそういう時代じゃないんだということをちゃんと理解をさせてほしい。そして

最後は、セキュリティポリシーはＩＴ推進本部という、首長が本部長になって決定すると

ころがあるので、これはつくば市さんが首長会議をやられているので、そういうところで

も首長の意識を大きく変えていってほしいなという思いがあります。 

 それから、ＩＣＴが導入されたとき学校現場の教員が絶対言うのは、支援員を入れてく

れと。自治体にそんな人件費はないんですが、私、アイデアがあるので、ぜひコード・フ

ォー・ジャパンさんにはお聞きいただいて実現できたらと思うことがあります。教員定数

って学級数に対して何人と決まっているじゃないですか。でも、実はそれ以外に、小学校

でも非常勤講師という制度があって、講師がいっぱい採れるんです。 

 例えば学校教育を推進する上でかなめになる教員、教務主任とか生活指導主任とかそれ

ぞれ主任がいますけれども、６時間とか４時間とか時数軽減があるんです。うちの学校を

見てみると、色々なことで時数を合わせると週４０時間ぐらいの講師時数があります。そ

こに企業等が、これ、免許を持っているのが今の制度上すごく大事なことになると思うん

ですけれども、免許を持っている人を何とか派遣してもらえば、給与は県費負担教職員制

度で賄える。非常勤講師制度を活用して、そういう人材をもっと学校現場に入れていくこ

とができるのではないかと考えています。 

 ただ、免許を持っているだけではダメで、学校文化って非常に特殊な文化なので、そこ

ら辺の研修が必要になると思います。これはかなりいけるアイデアかなとも思っています。
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今日の話を聞いて、やっぱりそういう人材が学校に欲しい。自治体も大きく変えてほしい。

すみません、ちょっと感想になりましたが、今後もよろしくお願いします。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

【今川課長】  質問いいですか。 

【森川主査】  もちろん。 

【今川課長】  すみません、事務局から申し訳ないんですけれども、今のお話もすばら

しいんですけれども、自治体とか学校とかは派遣のニーズがあるし、いい循環ができるか

なと思います。 

 コード・フォー・ジャパンの関さんにお伺いしたいんですけれども、コード・フォー・

の色々な皆様って若い方が多いと思うんです。３０代とか４０代とかですね。一方で、色々

な方から、団塊の世代の退職エンジニアの方は、お金は要らないから社会に貢献したいと

いう人がいっぱいいるという風にお聞きするのですけれども、それがなかなか社会のムー

ブメントになっていない気がして、コード・フォーの活動にそういうシニアの方が加わる

可能性というのがあるのか、ないのかちょっとお伺いしたんですけれども。 

【関構成員】  ありがとうございます。実際コード・フォーの各地の活動の中、メンバ

ーの中には、退職されたエンジニアとかは、すごく多くはいないですけれども、時々おり

ます。各箇所に１人２人ぐらいはいらっしゃる感じです。活躍の余地は全然あると思いま

す。ただ、結構難しいのが、やりたい思いが強過ぎる場合があってですね。結局、地域の

活動は地域の課題を解決するという姿勢でいかなくてはいけないんですけれども、これを

やりたいという気持ちで入ってきてしまう方が結構多くて、そこは若い人とかが割と間を

取り持ってうまく、「じゃ、何々さん、これやってください」みたいな形でやっていること

が多いです。特に男性の方が多い印象です。ただ、そこがうまくできれば、割とほんとに

ボランティアの力としては大きいのかなと思います。中には起業みたいなところまで行く

方とかもいるので、そういう方とかはすばらしいなと思うんですけれども。 

【近藤構成員】  難しいよね。 

【森川主査】  難しいですね。ありがとうございます。今までのご経験に非常にすばら

しく根差したご発言ありがとうございました。 

 ほかに何か。一巡したと思いますが、何かほかに。 

【関構成員】  済みません、私、１点だけよろしいですか。 

【森川主査】  どうぞ。 



 -38- 

【関構成員】  起業家育成のところでちょっと申し上げておきたいのが、近藤さんのＮ

ＰＯとの連携みたいな、非営利セクターとの連携ってまさにそのとおりだなと思っていま

す。地域でビジネスを起こす場合は、いわゆる普通のスタートアップ、いわゆるＶＣが投

資するようなスタートアップの世界とは全然違う起業家育成の仕方をしなくてはいけない

と思っています。 

 要は、ＶＣにお金を出してもらうようなもの、要は、１年で１００倍とかに成長するも

のではなくて、どちらかというと、持続可能なところが必要だと思っていますので、そこ

に対してどのような資金を提供するか。先ほど地銀のお話とかもありましたけれども、い

わゆるローカルアントレプレナーシップとか、ソーシャルアントレプレナーシップとかを

どうやって育てていくのか、資金も含めてどうやって調達のスキームをつくるのかという

ところが非常に重要かなと思っています。その１つには、ＮＰＯのＩＴ活用とか、ＮＰＯ

がやっているようなところの新しいやり方で解決するといったようなそういうことができ

る起業家が育成できると、非常に人材もお金も循環していいんじゃないかなというふうに

感じます。 

【近藤構成員】  そのとおり。 

【森川主査】  關さん。 

【關様】  關でございます。先ほど近藤さんからビジネス力のところのお話がちょっと

出ましたので、多少補足させていただきたいと思います。私どもは、協会の成り立ちとい

いますか、構成員の関係でビジネスという言い方をしているんですけれども、実際にはも

っと広く考えた場合には、社会の実態に対する実装力といいますか、そういうふうなこと

をこの分科会では考えていただければいいのかなと思うんです。 

 といいますのは、今、データサイエンティストはアメリカでは花形の職業でございまし

て、大体１０万ドルとか１５万ドルとかの年収になるというようなことで非常に人気があ

ります。ところが、これをやろうとした場合に、やはり高等数学の経験がまず必要だと。

それともう１つは、これをコンピューター上で使うために、色々ツールを使ったり、ある

いはそこに実際にはコードを書いていって解析するという作業があるんですけれども、大

体これができる人たちは、今ですと、大学院の修士課程の学生だったり博士だったりとい

う人材だというふうに考えられているんです。ところが、日本ではそこが非常に何か社会

と離れた場所になっているというような側面がありまして、例えば数学はわかる、あるい

は統計解析はわかる、あるいはコンピューターのことはわかる、だけど、世の中のことは
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わからないという、こういう人たちがかなりふえているんです。ここをどんなふうにつな

げていくかというようなことをしないと、要するに、競争力のある人材というのは創出で

きていかないだろうと。 

 アメリカの場合はＩＰＯ、つまり株式公開をして自分の思いだとかやってきたことを資

金として回収するという仕組みが実際でき上がっておりますので、若い人たちで一番優秀

な人たちは特にアップルとかグーグルとかに行くわけじゃないんですね。スタートアップ

を始めて、とにかく寝ないで頑張って株式公開を目指すというところに行けるんです。日

本はまだそこまでの仕組みがないので、結局はみんな、安全に就職をしたいと思うんです。

そこのところの色々な局面がちょっとマッチしていないというのが実態かなと思います。

どうやって、人を育てて社会に役立ってもらうのかについては、金もうけだけのビジネス

というふうに考えていただくとかなり詮ない議論になるかと思いますが、もうちょっと広

い意味でここの分科会の場では捉えていただければと思います。 

【森川主査】  ありがとうございます。 

 ほかには何か。 

 はい、どうぞ。 

【石島構成員】  今のご発言のところで、さっきちょっと言葉足らずだったなと思った

んですけれども、まさにおっしゃっているところで、もともと企業経営でも、ＣＥＯ、Ｃ

ＯＯ、ＣＦＯと、この３者で大体進めているというところが多いと思うが、当社でも、こ

こ1年で役員としてＣＴＯが入りました。以前三役という形でマネジメントのことを呼称し

ていたが、前々からエンジニアが非常に多く働いており、ＩＴ投資も莫大な金額を投資し

ているため、経営戦略に技術的視点の役員が欠かせないというところで、ＣＴＯというの

を経営にどんどん関与させなければいけない、ということで、今はＣＴＯが入り、四役と

いう形で進めています。 

 これまでの議論で皆様おっしゃったとおり、ビジネスマインドというのがエンジニアサ

イドに必要というのは本当にそうだなと思いますし、逆に今まで経営層、どちらかという

と文系と言われていた方ですけれども、その文系の人たちの経営層側も、エンジニアとの

コミュニケーション力やアプローチ力というのが今後ますます求められてくるだろうと思

いますし、雇用という面でも、そういう形で社会の雰囲気づくりというのも大事なのでは

ないかと。やっぱり結局どう処遇されるのかどうかということだと思うので、そういった

ことも何らかの形で、幹部登用には必ずそのような、一定のＩＴスキルの知識などが求め
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られたり、そのような観点が、会社や、自治体、国でも導入されていくなど、ムーブメン

トとして、推進していくということが重要ではないかと思います。 

【森川主査】  ありがとうございます。そろそろ時間ではございますが、いかがですか。 

 ありがとうございました。私も本日皆様方の色々なご経験とかをお伺いして、かなり元

気になった感じがします。色々なところで色々なものがなされているお話を伺いながら、

特に地方でのＩＣＴに対するインセンティブって何かなということを考えていたのですが、

若い人から見ると結局就職なんですよね。就職できれば、ＩＴやＩＣＴにどんどん飛び込

んできてくれるんですけれども、地方にそういう就職先というのが少ない。それがもうじ

ゃぶじゃぶあれば、皆さん喜んでやるのかなという感じがしていて、じゃ、そのためには

どうすればいいんだろうなんていうことを考え始めるとぐるぐる回ってしまってしまいま

した。このような点も含めて、次回以降もございますので、ぜひとも次回からは、もう少

し絞った論点が多分事務局からは出てくると思いますので、それを踏まえてまた皆様方か

らご意見等いただければと思っております。ありがとうございました。 

 それでは、次回日程につきまして、事務局から説明をお願いいたします。 

【高田課長補佐】  では、次回日程でございます。１１月２２日火曜日１４時から１６

時を予定してございますので、構成員の皆様におかれましては万障繰り合わせの上ご参加

いただければ幸いでございます。 

【森川主査】  それでは、以上をもちまして、人材・リテラシー分科会第１回会合を終

了とさせていただきます。お忙しい中お集りいただきまして、ありがとうございました。 

 

以上 


